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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本電機工業会（JEMA）及

び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出が

あり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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低圧蓄電システムの評価指標 

Criteria for low voltage electrical energy storage equipment 

 

1 適用範囲 

この規格は，新品のリチウム二次電池又はニッケル・水素蓄電池を用いた低圧蓄電システム（以下，蓄

電システムという。）の評価指標について規定する。 

この規格は，設備で停電が発生したときに設備内の負荷機器に数時間程度電力供給するバックアップ用，

ピークカット・ピークシフト（充電した電力をピーク時に用いるもの）用，仮想発電所（VPP）用，デマ

ンドレスポンス用などを目的とする蓄電システムを対象とする。 

この規格は，次の二つのシステムを対象とする。 

・ 低電圧配電系統から受電して，出力用端子又はコンセントから給電する，定格入力電圧及び定格出力

電圧が交流 600 V 以下のスタンドアロン方式蓄電システム 

・ 低電圧配電系統に接続して，分電盤を介して設備の配線を通じて電力供給を行う系統連系方式で，定

格入力電圧が交流の場合は 600 V 以下，直流の場合は 750 V 以下，定格出力電圧が交流 600 V 以下の

蓄電システム 

低電圧配電系統は，電気事業者の商用配電系統だけでなく，特別高圧又は高圧需要家が受電した後に降

圧された需要家構内の配電系統も含む。 

この規格は，JIS C 4411 規格群で規定する無停電電源装置には，適用しない。また，再使用したものな

ど，新品ではない，リチウム二次電池又はニッケル・水素蓄電池を用いた低圧蓄電システムにも，適用し

ない。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS C 0920 電気機械器具の外郭による保護等級（IP コード） 

JIS C 4412 低圧蓄電システムの安全要求事項 

JIS C 8715-1 産業用リチウム二次電池の単電池及び電池システム－第 1 部：性能要求事項 

JIS C 8715-2 産業用リチウム二次電池の単電池及び電池システム－第 2 部：安全性要求事項 

JIS C 8961 太陽光発電用パワーコンディショナの効率測定方法 

JIS C 63115-2 産業用密閉型ニッケル・水素蓄電池の単電池及び電池システム－第 2 部：安全性要求

事項 


